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1. はじめに 

解体コンクリートのリサイクル率は現在極めて高い水準あるものの、そのほとんどが路盤材への利用である。

高度経済成長期に建設された構造物が更新時期を迎え、解体コンクリートの排出量の増加が予想されるなかで、

再利用用途の拡大は急務である。特に、解体コンクリートから再生骨材を製造する際には、副産物として微粉末

が発生する。その発生量は再生骨材の製造方法や適用条件にもよるが、高品質の再生骨材を製造する場合には 30

～50%程度である 1)。今後、再生骨材の普及を図

るためには、副産微粉末の有効利用技術の実用化

は極めて重要な課題であると考えられる。 

本研究では、副産微粉末のコンクリート用混和

材としての有効利用を目的として、微粉末の置換

率や比表面積がモルタルの強度発現・収縮特性に

及ぼす影響について実験検討を行った。 

2. 実験概要 

表 1 に実験要因を示す。副産微粉末に加熱と

粉砕処理を加えた研究 2),3)では微粉末の再水和性

が認められているが、本研究では加熱はせずに粉

砕処理に着目し、副産微粉末の比表面積がモルタルの強度・収縮

特性に及ぼす影響について実験検討した。本研究で使用した副産

微粉末は、再生骨材製造工場から入手したものである(写真 1 参

照)。微粉末の密度は 2.30g/cm3 であり、比表面積は 1390cm2/g で

あった。この微粉末をボールミルを用いて比表面積で 3000、5000、

7000cm2/g を目標に微粉砕した。セメントには普通ポルトランドセメント、

細骨材にはセメント強さ試験用標準砂を使用した。 

モルタルの配合は、水粉体比[W/(C+P)]を 50%で一定とし、微粉末[P]は

セメント[C]の一部に置換した。微粉末のセメント置換率[P/(C+P)]は 0～

30%の 4 水準とした。モルタルの目標フローは 180±20mm、目標空気量は

4±1%とし、混和剤(高性能 AE 減水剤)により調整した。 

モルタルの強さ試験は、「セメントの物理試験」(JIS R 5201)に準拠して

圧縮強さと曲げ強さを測定した。また、モルタルの乾燥収縮試験は、供試

体を材齢 7 日まで標準水中養生した後、20±1℃，RH60±5%の環境下で実

施した。乾燥収縮ひずみの測定は、ダイヤルゲージ法で行った。 

3. 実験結果および考察 

図 1 に微粉末置換率と混和剤の添加量の関係を示す。微粉末 P-1000～ 
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表 1 実験および配合要因 

要 因 仕 様 

微粉末

[P] 

P-1000 密度：2.30g/cm3、比表面積：1390cm2/g 
P-3000 密度：2.30g/cm3、比表面積：3150cm2/g 
P-5000 密度：2.30g/cm3、比表面積：5190cm2/g 
P-7000 密度：2.30g/cm3、比表面積：7090cm2/g 

セメント[C] 普通ポルトランドセメント 
(密度：3.16g/cm3、比表面積：3300cm2/g) 

水粉体比 W/(C+P)=50% 
細骨材粉体比 S/(C+P)=3 
微粉末置換率 P/(C+P)=0、10、20、30% 
試験項目 圧縮強さ、曲げ強さ、乾燥収縮 

 

写真 1 副産微粉末(右は SEM 写真：P-7000)

 

図 1 混和剤添加量と 
微粉末置換率の関係 
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5000 に関しては、微粉末の置換率が増加するに

つれて混和剤の添加量が増加する傾向が観察され

る。この原因としては、微粉末が水を吸水してい

ることが考えられる。一方、微粉末の比表面積が

大きくなるに伴い、混和剤の添加量は低下する傾

向にあり、P-7000 では混和剤を使用せずに目標

のフレッシュ性状を得た。 

図 2 にモルタル強さ(材齢 28 日)と微粉末置換

率の関係を示す。全体として、微粉末置換率を増

加に伴い、圧縮強さ、曲げ強さともに減少する傾

向にある。この原因としては、微粉末の置換よっ

てセメント量が低下し、水セメント比が増大した

ことが大きな要因と考えられる。図-3 にモルタ

ル強さと微粉末の比表面積の関係を示す。比表面

積が最も大きい 7000cm2/g の場合は、置換率に関

わらず大きく強度低下を示している。しかし、比

表面積 5000cm2/g 以下の範囲に着目すると、10%

および 20%置換の場合では、比表面積にかかわ

らず同程度の強度を示している。また、微粉末の

置換率が最も大きい 30%置換の場合では、比表

面積の増加に伴い、モルタル強さが増加する傾向

を示している。本実験で使用した未加熱の副産微

粉末による再水和性の効果は小さいと考えられる。

ただ、置換率が大きい場合には微粉末の比表面積を

5000cm2/g 程度まで大きくすることにより、モルタルの

強度低下を抑えられることが確認された。 

図 4 に乾燥収縮ひずみの経時変化を示す。微粉末の置

換率や比表面積により幾分変動があるが、現時点では微

粉末を置換した場合に乾燥収縮ひずみが若干大きくなる

傾向にある。 
4. まとめ 
未加熱の副産微粉末による再水和性の効果は小さいと

考えられるが、置換率が大きい場合には微粉末の比表面

積を 5000cm2/g 程度まで大きくすることにより、モルタ

ルの強度低下を抑えられることが確認された。 
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図 2 モルタル強さと微粉末置換率の関係 
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図 3 モルタル強さと微粉末比表面積の関係 

図 4 乾燥収縮ひずみの経時変化

0

200

400

600

800

1000

0 20 40 60

乾
燥

収
縮

(µ
)

0%
10%
20%
30%

P-1000

0

200

400

600

800

1000

0 20 40 60

乾
燥

収
縮

(µ
)

P-3000

0

200

400

600

800

1000

0 20 40 60

乾
燥

収
縮

(µ
)

乾燥日数 (日)

P-5000

0

200

400

600

800

1000

0 20 40 60

乾
燥

収
縮

(µ
)

乾燥日数 (日)

P-7000

平成21年度土木学会関西支部年次学術講演会

Ⅴ- 8


